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な ぜ 、公 共 交 通 の 利 用 促 進 が 必 要 か ？

公共交通の必要性
　公共交通は、人口減少・高齢社会の到来や地球的規模の環境問題への対応、地域の再生などの面から、
より重要な役割が期待されています。

　ＬＲＴは質の高いサービスを提供し、都市における基幹的な公共交通軸として機能させることにより、
コンパクトな市街地形成に貢献ができます。

まちづくりにおけるＬＲＴの役割

ＬＲＴの特徴
質の高いサービス
・使いやすさ
・定時性・速達性
・わかりやすさ

+
ＬＲＴによるまちづくり（イメージ）

高齢化の進展

公共交通の必要性
■CO2排出量の削減
■高齢者等のモビリティの確保　
■地域の活力向上

出典：日本の将来人口推計
　　（平成18年12月　国立社会保障・人口問題研究所） 出典：（独）国立環境研究所（平成21年1月）
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路面電車の事業規模の推移
　日本の路面電車は、明治28年に誕生して以来100年以上の歴史をもち、最盛期には全国の65都市、
82事業者で活躍し、約1,500kmの延長がありましたが、平成22年3月現在では17都市19事業者約210km
となっています。

利用者数の減少と厳しい経営状況
　全国の路面電車の利用者数は昭和60年の292百万人から平成20年には191百万人と約20年間で100百万
人も減少していましたが、ここ数年は微増傾向となっています。同様に、営業損益も昭和60年以降は
マイナスで、経営が厳しい状況は変わっていませんが、赤字幅は減少しています。

【路面電車事業者の推移（全国）】

自動車保有台数

1932年：65都市、82事業者、約1,500km

2009年：17都市、19事業者、約210km

（国土交通省調べ）
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（資料：鉄道統計年報）
※H20：全国路面軌道連絡協議会資料

【路面電車事業者の利用者数と営業損益の推移】

営業損益（億円／年） 輸送人員（百万人／年）

営業損益
（億円／年）

利用者数
（百万人／年）

路

利

公 共 交 通 を 取 り 巻 く 現 状
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路面電車の抱える課題

軌道事業者の取り組みたい施策

（事業者アンケートの結果　平成21年9月実施）

ダンゴ運行化

電停の幅員が狭い

車両軌道敷等の施設の老朽化

情報提供

必要ない
6社

導入したい
13社

優先信号

導入したい
16社

必要ない
3社

・都心部における速度の低下

・定時運行が困難

・電停の幅員が狭い。島状化されていない

・車両や軌道敷等の施設の老朽化

・鉄道やバスとの乗り継ぎが不便

・自動車など、他の交通機関との結節機能が低い

・電車の運行に関する情報提供がなされていない

　軌道事業者は、利用者を増やすための取り組みとして、情報提供や優先信号などの施策に対する
導入意向が高くなっています。

　既存の路面電車は、経営が厳しいことから維持修繕が困難となっており、利用者を増やすような
定時性・利便性などの向上が必要となっています。

公 共 交 通 の 利 用 促 進 を 図 る た め の 施 策
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Ⅰ.乗り継ぎの円滑化
・異なる交通モード間の乗り継ぎの円滑化

1. 運行ダイヤの調整による乗継時間の短縮・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.5

2. パークアンドライドにおける運賃支払いの円滑化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.8

ⅠⅠ.公共交通に関する情報提供
・公共交通のサービス向上
・利用者ニーズの視点

3. 電停における情報提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.11

4. 車内における乗り継ぎに関する情報提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.16

5. 電車の混雑に関する情報提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.20

ⅠⅠⅠ. .定時性・速達性の向上
・乗降時間の短縮
・走行時間の短縮

6. 優先信号による信号待ち時間の短縮・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.24

7. ＩＣカード等による乗降時間の短縮・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.28

ⅠV.安全性の向上
・狭あい電停における安全性の確保

8. 電車接近時のドライバーへの注意喚起・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.30

公共交通の利用促進を図るための施策
ＩＣＴ（情報通信技術）の活用による公共交通の利用促進施策は、
既存の施設や設備を有効に活用できます。
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乗 り 継 ぎ の 円 滑 化

現状の
課題

効　果

システム
の
概要

○電車からバスへの乗り継ぎ時間の短縮（電車とバスが接続できない場合が減少）

電車の接近情報をバス運転士
に知らせ、出発時刻を調整し
電車からの乗り継ぎ客を待っ
て発車。

○電車からバスへの乗り継ぎ利用者の心理的な安心感

○電車利用者、バス利用者の増加

1. 運行ダイヤの調整による乗継時間の短縮

Ⅰ.

バスの運転士が見える位置に、
電車の接近表示装置を設置
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A

A A

A A A

グレード 必 要な設 備 コスト

グレード 必 要な設 備 コスト

グレード 必 要な設 備 コスト

● グレード
A

電車の接近情報と連動させ表示装置だけを設置

電車の到着予想時刻を表示

電車とバスの接続を図れるよう双方の運行管理を行う

・表示装置、ケーブル等
３０万円～５０万円

※電車接近表示器が既設
　されていることが前提
　です

・電車の位置から
  到着時刻を予測する
  システム

・ＬＥＤ表示装置等

３百万円～５百万円

※電車接近表示器が既設
　されていることが前提
　です

・電車・バスロケーショ
  ンシステム

・運行管理システム

・ＬＥＤ表示装置等

表示装置
２百万円～３百万円

※１箇所あたり
※設置工事費は含みません

システム
１億円～

※電車接近表示器が既設
　されていることが前提
　です

システムバリエーションについて
各社の状況に応じて様々なグレードを選択することが可能です。

※実証実験実施例（次頁参照）
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●実証実験実施例

○電車からバスへの乗り継ぎ時間の短縮

（従前） （設置後）

9.4分　　　　　　　  7.7分　（1.7分短縮 ）

○電車からバスへの乗り継ぎ利用者の増加（１日当り）

（従前） （設置後）

108人/日　　　　　　130人/日　（約20％増加）

電車の接近情報をバス運転士に知らせ、バスの出発時刻調整

グレード
A

グレード
A

　　 （廿日市市役所前電停　平日17～20時）

実験前：Ｈ20.2.6
実験後：Ｈ20.2.27

※運行ダイヤの調整による乗継時間の短縮に関する実証実験結果
　（広島電鉄廿日市市役所前電停　 平成20年2月12日～2月29日 ）
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2. パークアンドライドにおける料金支払いの円滑化

現状の
課題

システム
の
概要

効　果
○自動車から路面電車への転換による自動車交通の減少

○駐車場の管理が容易

○電車利用者の増加

ＩＣカードによってパークアン
ドライド駐車場の入出場管理
及び利用料金の割引と徴収
を行う。

パークアンドライド駐車場が
設置されているが、ＬＲＴ利
用者と非利用者の差別化が困
難なため、料金割引などのイ
ンセンティブを与えることが
できず、公共交通の利用増と
駐車場の運用管理が課題であ
った。
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A

A A

A A A

グレ ード 必 要な設 備 コスト

グレ ード 必 要な設 備 コスト

グレ ード 必 要な設 備 コスト

●システムバリエーションについて

駐車場の出入口にＩＣカードの
リーダーとゲートを設置
（ＩＣカード所持者のみが利用可能）

・ＩＣカードリーダー、
  ゲート※出入口各１箇所

２百万円～３百万円

※システム開発費、設置工
　事費は含みません

４百万円～１千万円

※システム開発費、設置工
　事費は含みません

１千万円～

※システム開発費、設置工
　事費は含みません

駐車場料金やＬＲＴ運賃の割引など、
利用者へのインセンティブを付与

・ＩＣカードリーダー、
  ゲート※出入口各１箇所

・精算機

・ＩＣカードシステム変更

上記に加え、駐車場の満空情報を
事前に提供

・ＩＣカードリーダー、
  ゲート※出入口各１箇所

・精算機

・ＩＣカードシステム変更

・駐車場満空情報システム
 （携帯電話等）

各社の状況に応じて様々なグレードを選択することが可能です。

※実証実験実施例（次頁参照）
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グレード
AA
グレード
AA●

○出庫側（精算機）○入庫側（カード読取器）

○自動車から路面電車への転換（月間に換算すると約130人の純増）

実証実験実施例

ＩＣカードで開閉するゲートを駐車場に設置し、路面電車の乗車履歴と連動した駐車場の料金決済、
および2人以上でのパークアンドライド利用者にはポイント券を発行

（P&R駐車場の整備前の交通手段） 

※パークアンドライド利用者への
  アンケート調査結果蓮町駐車場Ｐ＆Ｒ利用実態（平日・土日別）

※ＩＣカードによるパークアンドライド駐車場の料金支払いの円滑化の実証実験結果
　　　　　　　　　　　（富山ライトレール蓮町電停　平成21年2月16日～継続中　）

担当者の声（富山ライトレール株式会社）
　富山のような超クルマ社会においては、クルマと公共交通が共存できる、パークアンドライド
のような施策が有効であることを今回の実験を通じ、改めて認識させられました。

※「passca」：ＩＣカードの名称、「ポートラム」：ＬＲＴ車両の愛称
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公 共 交 通 に 関 す る 情 報 提 供Ⅱ.

効　果

システム
の
概要

現状の
課題

グレード
AA

３. 電停における情報提供

電停に接近する電車及び次発電車の行き先、到着予測時刻を表示し、利用者の待
ち時間のイライラを解消すると同時に利用者に選択肢を与える。

電停における情報提供は、情報案内がなかったり、前の停留所を出発したときに接近を
表示するだけのタイプが多く、利用者の知りたい情報が提供されていない。

接近電車

次発電車

○電車待ちのイライラの解消

○利用者の選択肢の増加

○電車利用者の増加
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グレード
AAA

A

A A

A A A

グレ ード 必 要な設 備 コスト

グレ ード 必 要な設 備 コスト

グレ ード 必 要な設 備 コスト

（運行監視システムと連動）

●

電車の接近を表示

・電車検知装置（トロコン）

・表示装置

・通信設備

接近する電車の行き先、到着時刻を表示

・電車検知装置（トロコン、
  ＧＰＳなど）

３０万円～６０万円

※設置工事費は含みません
※表示装置は１箇所あたり

表示装置
２百万円～３百万円

※１箇所あたり
※設置工事費は含みません

システム
１千万円～２千万円

・ＬＥＤ表示装置

・通信設備

・電車属性判定システム

先発、次発電車の行き先、到着時刻、
車種の他、事故や終電の情報を表示

・電車検知装置（トロコン、
  ＧＰＳなど）

・ＬＥＤ表示装置

・通信設備

・電車属性判定システム

・運行監視システム

（表示装置のみ）

（LED表示装置等）

各社の状況に応じて様々なグレードを選択することが可能です。
システムバリエーションについて

※実証実験実施例（次頁参照）

表示装置
２百万円～３百万円

※１箇所あたり
※設置工事費は含みません

システム
１億円～
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● グレード
AAA
グレード
AAA実証実験実施例

○利用者の満足度の向上

○利用者数の増加

広島駅

的場町

皆実町六丁目

八丁堀

紙屋町東紙屋町西

横川駅

広電本社前

江波

土橋

十日町

広電西広島

原爆ドーム前

電停に高機能案内表示器を設置し、接近する電車および次発電車の車両種別、
到着予想時刻等を行き先別に表示

（利用者アンケート調査結果）

（乗降者数カウント調査結果）
※電停における情報提供の実証実験結果（広島電鉄　平成20年2月12日～2月29日、以後本格導入）

利用者の声（実証実験ホームページに寄せられたご意見）
　特に夜の電車が少ない時間帯は助かります。終電もわかりますし、紙屋町から広島駅では、
バスにするか、歩くかの判断材料にもなります。大変すばらしいです。
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●

○電車の利用者数の増加

（利用者等へのアンケート調査結果）

59%

59%

41%

41%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者層
(N=121)

非利用者・
低頻度利用者層

(N=109)

変わらない 変わった

56%

20%

14%

24%

38%

40%

20%

7%

29%

47%

0% 20% 40% 60% 80%

利用回数が増える

休日に利用するようになる

平日に利用するようになる

移動手段を自動車から
公共交通に変える

バスやタクシーから
路面電車に変える

利用者層
(N=50)

非利用者・
低頻度利用者層
(N=45)

※公共的空間における情報提供の実証実験結果
　（広島電鉄　シャレオ中央広場　平成22年2月19日～継続中　）

変わった

変わった

（意識や行動の変化）

（変わったと答えた方の変化の内容）

電停にアクセスする地下街に案内表示器を設置し、主要な電停までの所要時間
と接近する電車の車両種別、到着予想時間を方面別、行き先別に表示

  公共的空間における情報提供の実証実験（広島電鉄）
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■無線を用いた接近、行き先、車種の情報提供 鹿児島市交通局の場合
（システム構成） （表示装置）

（参考 情報提供の事例）

■ＧＰＳを用いた行き先、到着予測時刻の情報提供 岡山電気軌道の場合

（システム構成） （表示装置）

■ＧＰＳを用いた行き先、到着予測時刻（カウントダウン）の情報提供欧州の標準システム
（システム構成） （表示装置）

無線通信

運行管理センター

時刻表データ

データ供給

車両基地サーバー

無線通信

ﾘｱﾙﾀｲﾑ
運行情報の表示
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効　果

システム
の
概要

現状の
課題

４．車内における乗り継ぎに関する情報提供

電車車内に乗り継ぎ交通機関の発車時刻を表示し、利用者に心理的な安心感を与える。

○乗り継ぎに対する心理的な抵抗の軽減
○電車利用者の増加
○接続する鉄道やバスの利用者の増加

路面電車から鉄道等に乗り継ぐ場合、接続する列車のダイヤや乗り継ぎが可能か
がわからない。
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A

A A

A A A

●

グレード 必要な設備 コスト

グレ ード 必要な設 備 コスト

表示装置
３百万円～４百万円

※１両あたり２箇所に設置
※設置工事費は含みません

システム
５百万円～１千万円

表示装置
３百万円～４百万円

※１両あたり２箇所に設置
※設置工事費は含みません

システム
１千万円～２千万円

表示装置
３百万円～４百万円

※１両あたり２箇所に設置
※設置工事費は含みません

システム
１億円～

グレ ード 必要な設備 コスト

車内に表示装置を設置し、乗り継ぎ駅の接近時に
乗り継ぎ列車やバスの発車時刻（固定情報）を表示

・乗り継ぎ先交通機関の
  時刻ダイヤ（固定情報）

・車内の情報表示装置

車内に表示装置を設置し、乗り継ぎ駅の
到着予想時刻を表示し、乗り継ぎ可能な
列車やバスの発車時刻（固定情報）を表示 ・乗り継ぎ先交通機関の

  時刻ダイヤ（固定情報）

・車内の情報表示装置

・列車検知装置（ＧＰＳ等）

・運行監視装置 

・通信設備

・運行情報システム
 （路面電車、鉄道、バスの
 リアルタイム情報の
 管理）  

・車内の情報表示装置

・列車、バス検知装置
 （ＧＰＳ等）

路面電車の
運行状況

路面電車の
運行状況

鉄道・バス
の運行状況

一元化による
リアルタイム情報

路面電車及び乗り継ぎ先交通機関双方の運行情報を
一体的に把握し、携帯電話や車内にリアルタイムの
情報を表示

各社の状況に応じて様々なグレードを選択することが可能です。
システムバリエーションについて

※実証実験実施例（次頁参照）
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グレード
AA
グレード
AA●

 

実証実験実施例

  

電車車内にモニタ設置  

電源 制御部 

GPSアンテナ 

○利用者の満足度の向上  
 

効果が

ない

15%

効果が

ある

85%
50.4%

44.7%

34.1%

39.0%

9.8%

43.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

乗り継ぎに対する不安が解消された

必要以上に急ぐ必要がなくなった

乗り継ぎがスムーズになった

乗り継ぎ時間を計画的に使えた

電車が速くなったように感じた

イライラの解消に役立った

（効果があると答えた方の理由）

電車の車内に案内表示器を設置し、乗り継ぎ駅の到着予想時刻と乗り継ぎ可能な
鉄道やバスの発車時刻（固定情報）を表示

（利用者アンケート調査結果）

※車内における乗り継ぎ案内情報提供の実証実験結果（広島電鉄　平成21年2月9日～3月19日）
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グレード
AA （参考　バス・鉄道運行情報システム 小田急電鉄・神奈川中央交通）

（システムの概要）

（バス車内における情報提供） （携帯電話での情報提供）
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５．電車の混雑に関する情報の提供

現状の
課題

システム
の
概要

効　果

混雑した電車のあとに空いている電車が続行している場合、混雑した電車に旅客が
集中し、混雑した電車の遅れやダンゴ運行につながる。

先発及び次発電車の混雑状況を事前に提供し、空いている次発電車に旅客を誘導する。

○混雑の平準化
○電車の遅れやダンゴ運転の解消
○乗降時間の短縮、遅れの解消による所要時間の短縮
○電車利用者の満足度の向上

先発電車が混雑

次発電車は空いている

電車待ち利用者は次にくる電車
が混雑しているか空いているか
がわからない

空いている電車が
すぐ後ろを運行

混んでいる電車
は遅れが拡大
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A

A A

A A A

グレ ード 必 要な設 備 コスト

グレ ード 必 要な設 備 コスト

グレ ード 必 要な設 備 コスト

●

車内の混雑状況を手前の電停で判
定し、先の電停に情報を伝え混雑
を表示

・混雑目視判定及び情報伝
達のための要員

５百万円～８百万円

※設置工事費は含みません
※表示装置は１両１箇所あ
　たり
※目視判定を行う人員の人
　件費は含みません

２千万円～３千万円

※設置工事費は含みません
※表示装置は１両１箇所あ
　たり
※システム改良費は含みま
　せん

表示装置
２百万円～３百万円
※１箇所あたり
※設置工事費は含みません

システム
２億円～
※システム改良費は含みま
　せん

・混雑情報表示装置

車内の混雑状況を地上設備で自動
計測し、先の電停に情報を伝え、
混雑を表示

・混雑測定機器(地上）

・混雑情報表示装置

・通信設備

車内の乗車人数を随時車内で測定
し、混雑状況などの各種情報を電
停、施設などの必要な場所に伝達
する

・乗車人数測定装置（車内）

・混雑情報表示装置

・通信設備

システムバリエーションについて
各社の状況に応じて様々なグレードを選択することが可能です。

※実証実験実施例（次頁参照）
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● グレード
AA
グレード
AA

利用者の声（実証実験ホームページに寄せられたご意見）
　「こういうものを待っていた!」という感じです。パッと見てすぐ分かるので細 と々したポス
ターより遥かにいいと思います。ただ八丁堀だけでなく、紙屋町などでも混雑度を表示したほう
がいいと思います。広島の路面電車をさらに使いやすく親しみやすいものにしていって下さい。

※電停における電車の
  混雑情報提供の実証実験結果
　（広島電鉄八丁堀電停
　　平成20年2月12日～2月29日）

先発・次発の混雑ランク表示

混雑した電車のあとに空いている電車が続行している場合、電停での電車待ち利用者に
電車の混雑情報を伝え、後続電車への利用を促し、電車の遅れやダンゴ運行を解消する

重量を検出するひずみゲージ

○電車混雑の平準化が達成

実証実験実施例

空 やや混 混 満

2日 土 雨 66 40.9% 59.1% 0.0% 0.0%

3日 日 晴 66 3.0% 84.8% 12.1% 0.0%

4日 月 晴 77 0.0% 81.8% 18.2% 0.0%

5日 火 曇 66 0.0% 87.9% 12.1% 0.0%

6日 水 晴 76 5.3% 89.5% 5.3% 0.0%

7日 木 晴 76 9.2% 86.8% 3.9% 0.0%

8日 金 晴 78 3.8% 91.0% 5.1% 0.0%

9日 土 晴 78 3.8% 91.0% 5.1% 0.0%

12日 火 晴 78 10.3% 87.2% 2.6% 0.0%

13日 水 晴 78 3.8% 91.0% 5.1% 0.0%

14日 木 晴 78 11.5% 85.9% 2.6% 0.0%

15日 金 晴 78 11.5% 84.6% 3.8% 0.0%

16日 土 晴 78 15.4% 84.6% 0.0% 0.0%

17日 日 晴 78 14.1% 85.9% 0.0% 0.0%

18日 月 晴 77 9.1% 88.3% 2.6% 0.0%

19日 火 晴 80 8.8% 88.8% 2.5% 0.0%

20日 水 晴 78 14.1% 79.5% 6.4% 0.0%

21日 木 晴 78 14.1% 80.8% 5.1% 0.0%

22日 金 晴 78 11.5% 78.2% 10.3% 0.0%

23日 土 晴 66 12.1% 87.9% 0.0% 0.0%

24日 日 雪 78 14.1% 85.9% 0.0% 0.0%

25日 月 晴 77 5.2% 93.5% 1.3% 0.0%

26日 火 雨 80 8.8% 88.8% 2.5% 0.0%

27日 水 晴 78 12.8% 87.2% 0.0% 0.0%

28日 木 晴 74 6.8% 93.2% 0.0% 0.0%

29日 金 晴 76 7.9% 86.8% 5.3% 0.0%

混雑構成比
曜日 天候

運行
本数 0% 20% 40% 60% 80% 100%

空 やや混 混 満

実験前

実験中

平均
最大

導入前
33秒
148秒

導入後
22秒
68秒

効果
▲11秒
△80秒

（八丁堀電停での乗降時間　平日17～20時）

○乗降時間の短縮
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グレード
AA

路面電車混空情報の提供
（「県立美術館通」電停）

電車混雑状況の把握
（「新木」、「文珠通」電停）

中心部方面行きの電車のみ

（参考　混雑情報の提供事例）
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６. 優先信号による信号待ち時間の短縮

現状の
課題

システム
の
概要

効　果

幹線道路との交差箇所や都心部の交差点が連続する区間では、信号待ちによる停車
時間が長くなり、速度低下の要因となっている。

○信号待ちでの停止回数・信号待ち時間の短縮
○路面電車の速度向上
○電車利用者の増加

所要時間の構成

注）全国路面電車の平均値

走行
時間

乗降
時間

信号
待ち

20～30％

50～60％

定 　 時 　 性 　・　 速 　 達 　 性 　 の 　 向 　 上 　Ⅲ.
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A

A A

A A A

グレ ード 必 要な設 備

グレ ード 必 要な設 備

グレ ード 必 要な設 備

コスト

コスト

コスト

●

・トロコン 

・通信設備 
３０万円～５０万円

※設置工事費は含みません
※交差点１箇所あたり
※システム変更費は含みま
　せん

６０万円～８０万円

※車載機は１両あたり２箇
　所に設置
※光ビーコン、管制システム
　の変更費は含みません

６０万円～８０万円

※車載機は１両あたり２箇
　所に設置
※光ビーコン、管制システム
　の変更費は含みません

・光ビーコン

・車載機

・通信設備 

・管制システムの変更 

上流側で電車の位置を把握し、
電車の走行速度に応じた下流側の
信号群を最適に制御   ・光ビーコン

・車載機

・通信設備 

・管制システムの変更

特定の交差点を対象に、電車が接近
した時に信号現示を変更
（電車の進行を優先し、自動車交通の
 処理を考慮しないため、設置箇所が
 限定される）

特定の交差点を対象に、電車が
接近した時に自動車交通の状況
を考慮し、信号を最適に制御

各社の状況に応じて様々なグレードを選択することが可能です。
システムバリエーションについて

※実証実験実施例（次頁参照）

※トロコン、車載機以外の機器については、都道府県警察において整備を実施
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グレード
AA
グレード
AA●

8. 8

3. 1

8. 0

2. 9

0 5 10

最大

最小

（分）

○交差点での信号待ちは、確実に減少 

○信号待ちの短縮によって所要時間は最大で50秒（6～10％）短縮

従前
設置後

従前
設置後

（従前） （設置 後）

実証実験実施例

（光ビーコン） （車載機）

停止回数

平均信号待ち時間

最大信号待ち時間

１９回

２１秒

６２秒

１１回

１４秒

３７秒

＊舟入川口町交差点における効果

担当者の声（広島電鉄株式会社）
　PTPS（公共車両優先システム）の実証実験では、交差点での信号待ち回数及び時間の減少が
検証されており、実施区間において速達性の向上が図れている。乗務員からも安全輸送の観点
から設置の要望が高く、LRT利用促進策として実現が必要と考えている。

※PTPS（公共車両優先システム）の実証実験結果
　（広島電鉄江波線　平成20年12月13日～平成21年3月末）

光ビーコンで電車の接近を感知し、前方交差点の青時間の延長または赤時間を短縮
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グレード
AA （参考　PTPSの概要）

（参考　PTPSの効果（バスの場合））
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効　果

システム
の
概要

現状の
課題

７．ＩＣカード等による乗降時間の短縮

ＩＣカードの導入及び複数の扉からの降車により乗降をスムーズ化する。

○乗降時間の短縮
○路面電車の速度向上
○電車利用者の増加

降車扉が１箇所しかなく、降車客が多い場合、乗降時間が長くなる。

降車扉

乗車扉

複数扉にカードリーダーを設置

カードリーダー

カードリーダー
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（ICカードの例 東急世田谷線 せたまる）

（鉄道、バス、公共施設利用一体型ICカード　伊予鉄道）

（参考　ＩＣカードの導入）

（参考　ＩＣカードによる信用乗車方式（富山ライトレール））

前方扉のカードリーダー

後方扉からも降車可能にする
ためにカードリーダーを設置

出典：事業者資料
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安 全 性 の 向 上Ⅳ.

効　果

システム
の
概要

現状の
課題

８．電車接近時のドライバーへの注意喚起

道路の狭い箇所では島状の電停が整備できないところもあり、その場合は車道で電車待
ちを行っている場合があり、電車待ち利用者が危険である。

電車待ちを道路外で行い、電車接近時に路面標示などによってドライバーに注意を促し、
電車利用者の安全性を確保する。

○電車待ちの安全なスペースの確保
○自動車のスピード抑止
○当該電停からの利用者の増加

※原則　＜安全性の確保は、島状の電停又は安全地帯の整備＞

電車乗降中にドライバーに
注意喚起のための標示
（LED等で点滅）

「乗降中」の表示

ドライバーへの警告等
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（参考 ITSによるノーガード電停対策の例） 

（システム構成） （ノーガード電停対策）

○乗降客の不安が解消 

○ドライバーの 8割が電車乗降客に注意するようになる 

整備
前

全く不安でない

なくてもよい；
5人 わからない、

その他；7人

少し不安である

やや不安である

かなり不安である

乗降客の不安（n=170） 乗降客に必要（n=170）

非常に不安である

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

整備
後

ぜひとも必要
；91人

あった方が
よい；67人
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公 共 交 通 利 用 促 進を 図るた め の 導 入 検 討プ ロセス

現状把握（問題点の抽出）

関連する交通機関の運行、
接続状況
関連する交通機関の運行、

道路の混雑状況等

周辺施設の状況

路線・運行の条件

利用者の特性

目標（利用促進に向けて何をすればよいか）
○乗り継ぎの円滑化
○公共交通に関する情報提供
○定時性・速達性の向上
○安全性の向上

技術的可能性

国の支援制度

システムの検討
別冊

ＬＲＴ等利用促進
施策に関する検討
報告書

導入に向けた検討

市民・利用者・ドライバー
へのＰＲ

財政的視点
費用対効果

導入
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支 援 制 度 の 概 要

○LRT総合整備事業
問い合わせ先率助補補助対象施設補助対象者補助制度

都市交通システ
ム整備費補助

地方公共団体
（軌道事業者への
間接補助も可能）

公共交通に関する施
設（車両を除く）

・国1/3、地方公共団体2/3
（間接補助の例：国1/3、地方公共団体1/3、
軌道事業者1/3）

都市・地域整
備局

路面電車走行空
間改築事業、交
通結節点改善事
業

道路管理者 走行路面、停留場等
の走行空間の整備

・国1/2、地方公共団体1/2 都市・地域整
備局
道路局

LRTシステム整
備費補助、地域
公共交通活性
化・再生総合事
業

鉄軌道事業者、法
定協議会

LRTシステムの構築
に不可欠な施設（低
床式車両、制振レー
ル、車庫、変電所
等）

・国1/4、地方公共団体1/4、軌道事業者1/2
(地域公共交通総合連携計画に基づくものは
国1/2、法定協議会1/2、但し、政令市の場合
は国1/3、法定協議会2/3)

鉄道局

○LRT等公共交通利用促進支援事業費補助
問い合わせ先補助率補助対象施設補助対象者補助制度

LRT等公共交通
利用促進支援
事業費補助

軌道事業者 ・公共交通情報提供システム
・LRT優先信号システム対応車載機
・乗り継ぎ円滑化の促進を図るシステム
・安全性の向上を図るシステム

・国1/3、軌道事業者2/3 都市・地域整
備局

〈例〉

走行路面・架線・レール 停留場 芝生軌道

低床式車両（ＬＲＶ） ＩＣカードシステム 変電所

電車の情報提供システム

接続バスとの乗継円滑化を図るシステム

電車車内にモニタ設置

電車内における乗継情報提供システム

P&R乗継円滑化システム LRT優先信号システム対応車載機
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補助制度 補助対象者 補助対象施設 交付限度額 問い合わせ先
地域活力基盤創
造交付金

地方公共団体
（軌道事業者
への間接補助
も可能）

ＬＲＴの施設の整備
（維持的経費除く）

原則5.5/10 都市・地域整備局
道路局

○地域活力基盤創造交付金

上記制度については、http://www.mlit.go.jp/road/press/press09/20090601/20090601.htmlに詳細がございますので、
ご参照ください。

○社会資本整備総合交付金の創設

Ｈ２２年度～

　これまでの個別補助金を原則廃止し、基幹となる事業（基幹事業）の実施のほか、これと合わせ

て関連する社会資本整備（関連社会資本整備事業）や基幹事業の効果を一層高めるための事業

（効果促進事業）を一体的に支援するため、自由度の高い総合交付金が創設。

※「都市交通システム整備費補助」、「路面電車走行空間改築事業、交通結節点改善事業」、

　 「地域活力基盤創造交付金」は社会資本整備総合交付金に統合。
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〔基幹事業〕走行路面、架線、停留場

〔効果促進事業〕情報提供システム

上記制度については、http://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_000899.htmlに詳細がございますので、
ご参照ください。

〈例〉

［効果促進事業］LRT車両の導入

［効果促進事業］トランジット・モール社会実験
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お わ り に

・石田　東生（筑波大学大学院システム情報工学研究科 教授）
・熊谷　靖彦（高知工科大学地域連携機構 地域ITS社会研究室 室長 教授）
・赤羽　弘和（千葉工業大学工学部建築都市環境学科 教授）
・中村　文彦（横浜国立大学大学院工学研究院 教授）
・国土交通省（都市･地域整備局、道路局、鉄道局）
・警察庁
・全国路面軌道連絡協議会

〔PTPSに関する問い合わせ先〕
　　警察庁　　　交通局 交通規制課 技術企画係：電話：03-3581-0141（内5223）

〔支援制度に関する問い合わせ先〕
　　国土交通省　都市・地域整備局 街路交通施設課 公共交通係：電話：03-5253-8111（内32854）
　　　　　　　　道路局 路政課 交通係：電話：03-5253-8111（内37343）
　　　　　　　　鉄道局 財務課：電話：03-5253-8111（内40523）　　

　本冊子は、LRT等利用促進施策検討委員会（＊）において、平成18年度～
平成21年度に実施した調査検討や実証実験等の取組みをもとに作成したも
のです。公共交通を活用したまちづくりを目指しておられる行政関係者、
利用促進に努力されておられる軌道事業者の皆様におかれましては、本冊
子を積極的にご活用頂き、LRT等の利用促進やLRT等を活用したまちづくり
がより一層進むことを期待しております。
　なお、ご不明な点等がございましたら、巻末の問い合わせ先まで、お問
い合わせ頂きますようお願いします。
　また、本冊子以外にも、詳細を記載した報告書がございますので必要な
場合は、同様にお問い合わせ下さい。
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〔全般に関する問い合わせ先〕

国土交通省　都市・地域整備局　街路交通施設課　公共交通係
〒100-8918　東京都千代田区霞が関2-1-3

電話　03-5253-8111（内32854）
2010年5月


